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はじめに
フランスの進路指導（orientation）は，学校と外部専門機関の情報・進路指導センター（CIO: 
Centre d’information et d’orientation）との連携によって実施されるという特色をもつ。図 1は，進路
指導行政における CIOの位置を示したものである。1971年の設置以来，CIOはその施設に多くの若
者を受け入れると共に，前期中等教育機関であるコレージュ，および後期中等教育機関であるリセと
職業リセに定期的に進路指導心理相談員（COP: conseiller d’orientation psychologue）を派遣し，学
校現場との強力なパートナーシップのもと進路指導を推進している。
筆者はこれまでの研究において，CIOの役割の歴史的変遷，および CIO内部における COPの役割
について検討してきた（１）。その結果，進路指導理念の移行に伴って，CIOや COPの果たす役割が
変化していったことが示された。つまり，戦後の進路指導は，能力・適性に応じた進路に生徒を配分
する「機械モデル」（modèle de la machine）に依拠していたが，若年失業率の悪化した 1980年代以
降，進路選択に関する自律性を獲得させる「人間モデル」（modèle de l’humain）へとシフトした（２）。
その象徴は，1989年教育基本法の第 8条第 1項において「進路に関する助言を受ける権利と，教育
と職業に関する情報を受ける権利は，教育への権利の一部をなす」（３）と明記されたことである。COP
の任務も，生徒を心理面から診断して進路とのマッチングを試みることに代わり，進路相談と進路情
報の提供を通して，生徒の権利を保障することに重点が置かれるようになった。
以上のように，フランスの進路指導を研究する上で COPの果たす役割は看過できないものであり，
それを解明することで，専門機関の介入を基盤とした進路指導の現実と課題を浮き彫りにすることが
できるであろう。しかしながら，COPの職務の具体的内容について客観的資料に基づき検討した研
究は，我が国のみならずフランス国内においても管見の限り見当たらない。
そのことをふまえ，本論では学校内部における COPの介入の実態を明らかにし，さらに職務遂行
にあたっての困難について簡潔に言及したい。主に依拠する資料は，次の 2点である。
第 1に，COPの職能団体（Asociation des COP de France）による 2005年の全国調査（以下「2005
年調査」）（４），および国民教育省による 1996年の全国調査（以下「1996年調査」）（５）であり，COPを
取り巻く現状をマクロな視点で捉えるのに有用である。後者に関しては，既に 10数年が経過してい
るが，教員や生徒を対象とした COPの職務に関する調査はこれ以外に見当たらない。後述する 1995
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年の「進路への教育」導入以降に目立った政策変更がないこと，COPの総数や職務が当時とほとん
ど変化していないことなどから，現在でもある程度の妥当性があると判断する。
第 2に，セーヌ・サン・ドゥニ県（Seine-Saint-Denis）にあるコレージュ・ジョルジュ -ブラサン校
（collège George-Brassens）と職業リセ・ブレイズ -サンドラ校（lycée professionnel Blaise-Cendras）
に勤務する 2人の COP，シルヴィ（Sylvie Amici）とアリヌ（Aline Robin）の仕事を特集した『ルモ
ンド教育版』2007年 5月号の記事であり，COPの実体をミクロな視点から明らかにするために参照
した（６）。
１．COPの概要と学校内での職務
1971年に創設された当時，COPは進路指導相談員（conseiller d’orientation）と呼ばれていたが，
図 1　進路指導における行政系統と CIOの占める位置
出典： 吉本圭一，水島和則著『フランス教育制度と職業参入』日本労働研究機構，1993，85–94頁。
　　　 上記文献における本図に，以下の資料により若干の修正・加筆を加えた。
　　　 “Personnels d’encadrement”, http://www.education.gouv.fr/pid50/personnels-d-
encadrement.html （2007.1.25）.
　　　Jean-Louis Auduc, L’école en France, Nathan, 2006, pp. 76–85．
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1989年教育基本法に基づく改革の一環として心理士（psychologue）の肩書が付与されることになり，
COPと呼ばれるようになった。それに伴い国家免許状と新たな養成課程が整備され，試験による入
学者の選抜，心理学的能力の発達，社会的地位の向上という 3つの機能による一律的な「質」保証が
実現されている（７）。
現在，旧リセ学区ごとに設置されている計 582の CIOには，それぞれ数名～十数名の COPが
おり，フランス全土では約 4,500人に達する。COPの任務は，「受け入れ」（accueil），「資料作成」
（documentation），「情報活動」（information），「相談」（conseil）という 4つのキーワードによって端
的に表現されるが，これらの任務は CIO施設と学校現場という 2つの場所で実施される（８）。つまり，
COPは就学している若者やその家族を CIO施設に受け入れて進路相談を行う。同時に，CIOは平均
して約 10校のコレージュ，5～ 6校のリセあるいは職業リセを担当しており，各学校に週 1～ 2日
ほど COPを派遣している（９）。
本論では後者，学校内部における COPの職務に焦点を当てる。表 1は「2005年調査」において
COPが重視する活動について 4段階評価で尋ねたものである。「進路面談の実施」（3.85）の評価が
群を抜いて高く，その他は各活動によってまちまちである。さらに，同調査では COPの職務カテゴ
リーについて重要度を尋ねており，評価の高い順に①「個別的活動」（3.10），②「制度的活動」（2.71），
③「集団的活動（2.41）」となっている。表 1に示された活動を，個々の性質を考慮して各カテゴリー
に分類すると表 2のようになる。以下では，戦後の進路指導政策の変遷を踏まえた上で，表 1および
表 2の結果に依拠しつつ，職務カテゴリーごとに COPの活動を具体的に検討する。
表 1　 COPが重視する活動 
（1：全く重要でない／ 2：あまり重要でない／ 3：重要である／ 4：非常に重要である）
活動の内容 評価 活動の内容 評価
a. 進路面談の実施 3.85 i. 外部の連携パートナーとの会合の組織 2.59
b. 教育チームに対する技術的助言 3.19 j. 教員など連携パートナーの訓練 2.56
c. 学級評議会への参加 3.17 k. 電話･メールによる質問への回答 2.49
d. 集団での体系的な情報提供の組織 3.16 l. 職業フォーラムの組織 2.47
e. 個人の心理学的総括 2.96 m. 企業訪問･研修の組織 2.16
f. 文書資料の作成 2.82 n. 集団での心理学的評価 1.81
g. 「進路への教育」における集団活動 2.66 o. 雇用探索の技術的助言 1.80
h. グループ活動の活性化 2.63
出典：ACOP-F, CNAM-INETOP, Les Activites professionnelles des conseillers d’orientation psychologue, pp. 58–59.
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２．制度的活動　―「進路指導手続き」と教育チームの支援―
校務として制度に組み込まれた COPの仕事は，大きく 2つに分類することができる。第 1に生徒
の進路を振り分ける「進路指導手続き」（les procédures d’orientation）への参加（表 1の c, f），第 2
に教員を中心とする進路指導に関わるアクターへの助言・指導である（表 1の b, i, j）。
まず「進路指導手続き」の成立に関しては，社会階級による進路格差の是正を目指した，1947年
のランジュワン・ワロン教育改革案（le plan Langevin-Wallon）に遡る。同改革案において示された「進
路指導の原則」（principe de l’orientation）には以下のように記されている。
「専門的能力をより正しく活用するという観点から，個々人の能力を有効に発揮させるために，
『進路指導の原則』を立てることになる。まず進学指導，次に職業指導が行われた結果，各労働者，
各市民が，その能力に最もよく適合し，その生産能率において最も都合のよい地位につくことが
できるようにならなければならない」（10）
この理念を実現するために，1959年のベルトワン改革（Réforme Berthoin）では，中等教育にお
いて生徒の能力・適性を評価して各進路に振り分ける「進路指導手続き」が導入された（11）。1971年以
降，COP（進路指導相談員）も教員と共にこの手続きに参加しており，その役割は「国家の需要や
社会的・経済的進歩との調和をとりながら，生徒の職業選択を支援する」こと，また「生徒を本人の
能力に最も適した教育コースへと導く」ことにあるとされている（12）。具体的には，彼らは主に心理
テストを用いて生徒の適性を判断し，進学先とのマッチングを優先する進路指導を推し進めた。1975
年のアビ改革以降（Réforme Haby），教員評議会（conseil des professeurs）の審議結果に基づいて，
学級評議会（conseil de classe）が最終的に進路を勧告するという仕組みが定着するが，COPは両評
議会に参加することが認められている（13）。
しかし，1970年代後半に進路不適応者の増加が問題になると，次第に「機械モデル」に基づく
COPの活動は見直されるようになる。進路相談の心理テスト化は特に強く批判され，1980年に COP
は「生徒個人が受け入れることができるような進路指導を行うために，若者が将来のプロジェクト
を構築し，それを発達させることを支援する」（14）と規定された。このような動向の中，進路決定に関
表 2　COPが重視する職務カテゴリーと対応する活動
職務カテゴリー 評価 活動の内容
1. 個別的性質（individuel）をもち 1対 1で行われる活動 3.10 a ／ e／ k
2. 制度的性質（institutionnel）をもつ活動 2.71 b ／ c ／ f／ i／ j
3. 集団的性質（collectif）をもち，グループで実施される活動 2.41 d ／ g／ h／ l／ m／ n／ o
出典： ACOP-F, CNAM-INETOP, Les Activites professionnelles des conseillers d’orientation psychologue, p. 60より
筆者作成。
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して絶大な力をもっていた教員評議会の権限は弱められ，生徒自身が構築した個人プロジェクト（le 
projet individuel）に従った選択が尊重されるようになってきている（15）。とはいえ「進路指導手続き」
は選抜試験に代わる進路決定システムであり，学校在籍者数を管理する機能を果たすことから，COP
にとって依然として重要な職務である。彼らは個人プロジェクトや家庭の進路希望をもとに「進路指
導要録」（dossier d’orientation）を作成するが，それは学級評議会の決定に大きな影響を与えるとさ
れる（16）。
次に，進路指導関係者への助言・指導に関しては，協業に基づく進路指導が定着する 1990年代以降，
COPの役割として強く認識されるようになったと考えられる。それまで，進路決定に至るまでの支
援は分業体制のもとCOPが担ってきたが，1989年教育基本法の8条で，生徒は「学校や教育共同体（la 
communauté éducative）（17）の援助，とりわけ教員や進路指導相談員の援助を受けて，学業および職業
に関する進路指導プロジェクトを入念に準備する」（18）と規定されたことで，外部パートナーを含めて
多くのアクターが関与するようになっている。特に中心的役割を果たすのが，COP，担任教員，生
徒指導専門員（CPE:conseiller principal d’éducation），資料専門員（le documentaliste）で構成される
教育チーム（l’équipe éducative）である（19）。デュサルジェ（Paul Ricaud-Dussarget）によると，COP
は教育チームの「技術的指導者」としての立場も有しており，進路指導に関して「教員を養成する」
という役割を遂行しなければならないと指摘する（20）。進路相談にあたって様々な技術とツールを駆
使することができる COPは，専門家としての指導力を発揮し，他メンバーに助言を与えるのである。
３．個別的活動―進路相談―
生徒との進路相談は，COPにとって学校内における最も重要な職務である（表 1の a, e, k）。生徒
が日常的に COPのもとを訪れる他，コレージュの場合は最終学年において校長，COP，担任教員，
生徒，保護者による定期グループ面談を通じて生徒の心理学的総括が実施されるという（21）。
本節では，シルヴィが勤務する職業リセ・ブレイズ -サンドラ校の日常進路面談に注目し，COPの
果たす実践的役割を明らかにしたい（22）。彼女は専用の指導室で生徒を待っているが，生徒指導専門
員（CPE）によって困難を抱えた生徒が強制的に送られてくる場合と（23），生徒が自主的に訪問する
場合の 2通りのパターンがある。前者に関しては，通常多くの生徒が自分のことを何も話さず，その
まま生徒指導専門員のもとに送り返されてしまうという。後者に関して『ルモンド教育版』に紹介さ
れた 2つの事例を引用し，筆者による若干の考察を加えてみたい。
ケース 1：鼻にリングをつけた褐色の髪をした小柄な女子生徒（第 1学年）
　女子生徒は移民家庭の子どもであるが，家庭が学校教育に対して熱心であり，コレージュにお
いてはかなり優秀な成績を残していた。しかし，職業リセ（BEPコース）（24）に進学後，暗記が得
意であった彼女は数学についていけなくなってしまった。その一方で，彼女は普通リセのバカロ
レア S科に進学することを望んでおり（25），成績の低下に苦しんでいる。シルヴィは既に 3回彼
女と面談を行っており，つい先週の学級評議会でも彼女のことが話題になったばかりであったと
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いう。取材当時は，バカロレア S科だけが全てではなく，他にも選択肢はあるという事実のも
とで，彼女と話し合いを進めている最中であった。
ケース 2：少しのろまな肥満の男子生徒（最終学年）
　職業バカロレア電気工学科の最終学年では，優秀な生徒の多くがリセ付属の上級技術者養成課
程（STS: Section de technician supérieur）に進学する（26）。男子生徒も例外ではなく，STSの芸術
コースへ進学することを第 1希望としていた。通常，このコースに進むための条件は，職業リセ
で選択科目「造形芸術」を履修していることであるが，男子生徒はこれを満たしていなかった。
しかしシルビィは，進路変更の制度を利用すれば STSの造形芸術の深化学級に合流可能である
ことを知っており，進学を勧めた。ただし，そのためには直ちに学校を決定する必要がある。男
子生徒は公立校の「一般公開日」に全く学校訪問をしておらず，適当に 1つの学校を選択してい
た。そこでシルビィが改めて調べてみると，彼の自宅により近いファントネ =ス =ボアに別の学
校があったため，その学校に自分で電話するように促した。彼は不器用に電話をかけたが，「職
業バカロレアをまだ取得していない」との理由で，事務所段階で話が行き詰ってしまった。そこ
で，シルビィが再度電話をかけ直して談判を行い，最終的に彼の学校に勤める造形芸術の教員の
紹介状を添えるという条件で，指導要録（dossier）を審査してもらえることになった。
　さて，第 2希望の進路として彼が考えていたのは，工業製品の企画立案に関する交互職業訓練
（une formation en alternance）に進むことである。彼の指導要録は優秀だったので，いくつかの
企業と直接コンタクトをとってみることになった。一般的な社会通念としては，彼の希望する分
野において契約を結んでくれる企業を見つけ出すことは困難である。無論，シルビィもそのこと
を知っていたが，彼には告げず，「気をつけなさい，職業訓練契約を問題にしているということ
を企業側にはっきりと伝えるのですよ」とだけ助言した。
以上の事例から見えてくのは，あくまで生徒の要望や自主性を尊重する「助言者」（conseiller）と
しての立場を堅持する COPの姿であろう。オドリー（Dominique Odry）は，それを「伴走支援」
（accompagnement）という言葉で表現している（27）。これは，生徒の個人プロジェクトに耳を傾け，
実現にあたっての困難に寄り添って支援を行うという意味である。COPは，生徒の夢や可能性を奪
うことのないように配慮した上で，正しい現実を 1つの情報として伝えることにより，生徒が自らの
進路選択に向けて動きやすい環境を整備しているといえよう。「1996年調査」によると，リセやコレー
ジュの生徒の大部分が，COPは生徒の学業選択（70～ 89％）や情報発見（71～ 87％）を支援する
ために学校に来ていると認識している（28）。
その一方で，同校で困難を抱えた生徒との面談がうまくいっていないことに象徴されるように，本
来は最も支援が必要なはずの生徒に対する面談が不十分であるという事実も指摘される。「1996年調
査」では，COPの個人面談を受けたことがある生徒は，コレージュで 5分の 3に達するものの，リ
セでは 4分の 1～ 3分の 1にとどまっており，さらに半数の生徒がそもそも COPとの面談を希望し
ていないと述べている（29）。また，自分の学校の COPを知らないと答えている生徒は，コレージュの
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最終学年ではわずかであるが（10％），リセでは約 3分の 1，職業リセ（BEPコース）最終学年では
2分の 1に達する。したがって，学年が進むほど，あるいは学歴が低いコースほど COPによるサー
ビスが活用されていないといえよう。よって，今後 COPは困難を抱えた一部の生徒を積極的に支援
していく必要があり，そのためには各家庭との連携が欠かせないと考えられる。しかし，生徒の両親
が COPを認知しているかわからないと回答したリセの担任教員は 30～ 40％にも上る。
３．集団的活動　―進路情報の提供と「進路への教育」―
進路相談を中心とする個別的活動に力を入れる COPにとって，集団的活動に対する意識は必ず
しも高いとはいえない。しかしながら，進路情報の提供（表 1の d）や「進路への教育」（EAO: 
l’éducation à l’orientation）（表 1の g）は比較的重視されており，注目に値する。
第 1に，学校教育の大衆化により進路選択が複雑化した現代において，選択の自由は情報へのアク
セスに依存しており，COPによる進路情報の提供がもつ意義は大きい。ただし，オドリーによると，
「良い」情報提供とは「空の集積場を一杯に満たすこと」ではなく，「複数の要素を関連付け，進路に
対する認識や表象を再構築すること」（30）であるとされる。そのために，COPには 2つのことが求め
られる。第 1に大量の情報リソースを整理して（31），シンプルで分かりやすい情報を提供することで
ある。情報があまりに複雑すぎて，そこへのアクセスが制限されてしまうことは，社会的排除のメカ
ニズムを強化し，とりわけ下流階層の家庭と学校との距離を広げてしまうことにつながりかねない。
第 2に時間の概念（la notion de temporalité）を意識して，生徒の発達段階や思考段階をふまえて正
確な情報を与えることである。換言するならば，生徒の個人プロジェクトに沿った情報活動を実施す
るということであり，ゆえに集団的活動と個別的活動の相互活用が有効であるといえよう。
またシルヴィとアリヌは，COPが進路情報に精通することは必要であるとしつつも，単に履修コー
スの仕組みを理解しているだけでは不十分であると考えている（32）。なぜならば，履修コースは確か
に学校制度の中に存在するものであるが，同時に実社会での職業活動に向かって開かれている。それ
ゆえ，職業社会からみた履修コースの問題点について，進路指導のプロセスに関わる全ての人，特に
生徒，家庭，教員に対して説明する責任が COPにはあるという（33）。
さらに，このような観点から，生徒に対して単なる就職口の情報を与えるのではなく，学校と社会
との「絆をつくる」（faire le lien）ことが必要であるとシルヴィらは指摘する。彼らは「職業リセの
生徒は，現場で観察した職業活動や企業研修で学んだ技術と，学校の内部で発見し実践する，しばし
ば企画化され理論化された任務を結びつけるのに苦労している」（34）との認識を抱いている。この関連
付けがなされなければ，生徒は学校で学ぶことは社会で何の役にも立たないと感じ，学習意欲を喪失
してしまう。あるいは逆に，実地での学習は自分の期待に適合していないと感じ，職業社会に対する
興味を喪失してしまう。これは，コレージュの生徒についても同様であろう。
第 2に，教育チームの一員として COPは， 1995年にコレージュ，1996年にリセに導入された「進
路への教育」（EAO）に参加する。それは，生徒が自らの進路指導の当事者になることを支援するた
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めに方法と知識を与え，自律性と個性を発達させる取り組みであり，「進路指導手続き」「個人プロ
ジェクト」と並んで進路指導の 3要素を構成するものとして捉えられている（35）。ギシャール（Jean 
Guichard）とユト（Michel Huteau）によると，「進路への教育」には 100以上もの教育方法があり，
その大部分が COPによって開発されたものであるという（36）。例えば，生徒が自らの適性，関心，価
値観，特徴，個性，決断スタイル等に関する質問に答え，それを平均的回答（標本）と比較すること
で自己理解を促進するエクササイズは，その 1つである。
また 2005年には，生徒に職業世界について広く理解させ，自分の進路計画について熟考させるこ
とを目的に，「進路への教育」の核として選択科目「職業発見」（DP: la découverte professionnelle）
が導入された（37）。「職業発見」には，全ての生徒を対象とした DP3（週 3時間配当）と学習困難な生
徒を対象とした DP6（週 6時間配当）という 2種類のプログラムがあり，教員と COPが共同で実施
する。特に前者は，生徒の選択率こそ高くないものの多くのコレージュに設置され（38），多様な教育
実践が生み出されている。簡単にではあるが，2人の COPの事例を検討してみたい（39）。
シルヴィとアリヌは電気工学コースを紹介する視聴覚教材を作成し，DP3の時間を用いて上映会
を行っている。このイベントには授業を履修しているコレージュ第 4学年の生徒に加えて，彼らを
担当する教育チームや職業リセの生徒も参加しており，世代や学校を超えた多様な交流が実現されて
いる。これは，2人がコレージュと職業リセを兼任する COPだからこそできることであろう。また，
シルヴィらは「職業のイメージとイメージ上の職業」（Image des métier et métier à image）という題
目の DP3用教材も開発しており，コレージュと職業リセ各校の教育チームに配布している。この資
料は，授業の中で「電気工学の関連産業について，従来と異なったイメージを生徒に与える」ために
活用されているという。
おわりに
本論では，学校内部における COPの職務の内容およびその意義について，3つの職務カテゴリー
に焦点を当て明らかにした。しかし，『ルモンド教育版』2007年 5月号の記事の題目が「COPの病理」
（Malaise chez les conseillers d’orientation）であることからもわかるように，学校と学校，あるいは
学校と社会の橋渡しという COPの任務は，必ずしも円滑に遂行されているわけではない。それどこ
ろか，現在 COPは内的要因（職務遂行上の障害）と外的要因（進路指導サービスの私事化）の両面
から，その存在意義を脅かされるほどの困難に直面している。後者については稿を改めて論じるとし
て（40），ここでは前者の内的要因について整理することで，論を締めくくりたい。
「2005年調査」によると，COPの 76％が自らの職務に満足していると回答しており，主たる理由
は「公衆と若者に対する活動」（13.1％），「職務の豊かさ」（12.8％）などである（41）。他方，満足しな
い要因としては「具体的手段の欠如」（22.7％），「役割の不均質性」（19.0％），「COPの総数の不足」
（15.6％）などが目立つ（42）。相談業務を中心とする COPの活動で解決できない問題が存在すること
や（43），様々な役割を求められるために，現在の人数では問題に対応できないことへの不満が読み取
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れる。
他方，「1996年調査」によると，学校長の約 70～ 90％が COPの活動は学校側の要求に合致して
いるとみなしているのに対し，担任教員の回答は教育段階によって異なる（44）。各学校の最終学年で
比較すると，コレージュで約 80％，リセで約 50～ 60％，職業リセ（BEPコース）で約 50％と学年
を上るにつれて満足度が低下している。同調査はその原因について，COPと教員の教育観の違いで
はなく，COPの不十分な在校時間にあるとする。事実，学校長の約 40％は，COPの在校時間が足り
ないと感じている。その背景には，COP自身も認識しているように人員不足という実態がある。全
国中等教育教員組合（SNES: syndicat national de l’enseignement secondaire ）によると，2007年には
1人のCOPが平均 1,400人の生徒を担当しており，進路支援は各COPの並はずれた個人的努力によっ
てのみ成り立っているといえよう（45）。
こうした量的不足は COPの個々の活動の「質」にも悪影響を与えかねない。COPは自らの活動を
担当校と CIO施設で分割せざるを得ないため，複数の職場で板ばさみになっており，各学校や生徒
からの要求に応じることが困難である。ゆえに，オデュック（Jean-Louis Auduc）は「COPが進路指
導に関して選択したり計画を立てたりするにあたって，1つの学校に在学して入念に準備する中で得
るアイデンティティーと居場所は重要である」（46）と指摘する。同様に，アルティエ・ネグル（Monique 
Altier-Negre）も「COPが異動せずに同じ学校に長く勤務し，教員とのパートナーシップを構築して
いくことが求められる」（47）としており，そのためには量的充実が欠かせないと主張している。
ただし，教員とのパートナーシップを妨げているのは，COPの量的不足だけではない。デュサル
ジェは，COPの介入が教員の進路指導に対する関わりを希薄化させてしまう可能性を指摘し，「COP
のみを進路指導の活動の専門家にしてはならない」（48）と述べている。逆に，教員が自己中心的であり，
外部者である COPが全く指導力を発揮できないというケースも想定される。今後，COPの人員が増
加に転じる可能性が低いことを考慮するならば（49），専門家としての COPがどのような形で教員と職
務を分担し，効果的に連携をしていくことができるか，よりいっそう問われるであろう。
付記：本研究は特別研究員奨励費（21 ･ 01174）の助成を受けたものである。
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